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共同化の形態　と　収益分配に　つ　い　て

赤　l践J　　火　　青

（′広域県農武ノ

1　まえがき

最近の経済の商家発展は家族経営の矛盾を露出しその

対応として各地に共同化の事例が現れ初めている．不県

忙於ても比軟的商品生産性の高い果乳畜産を初めとし各

種の共同化の発生をみている．たとえば果樹は主として

リンゴの共同防除をねらってPれ　酪農吐多頭化や草地

利用がその主なねらいになっている．同じ畜産部門で

も養豚・壷勘吐農地をあま少必袋としない事から最初か

ら企業化を呂指しているものが多い．水稲部門吐これに

反し土地に絨上る事が大きレ、ので日作農的土地所有制度

のもとではなかなか企業化吐望み得ないし，又高い地価

や農地法の規制のもとで吐規模拡大置目指した共同化も

発生しがたい・事例の多くは前述の土地問題に直接関係

のない共同作業や共同利用が多くをっている．しかし近

年土地所有をそのまゝ疋規模拡大を計る団地載増や請負

耕作組合といったものが現れ吐じめている．これら多く

の事例の中から今回吐請負耕作組合の一事例をとらえそ

の概要を述べ，その発鹿上岡笹になると考えられる収益

分配について論する事にする．

2　高倉生産共営組合の概要

当組合の所在地吐宮城県中央部の仙台市から東北方約

亜随の地点にある・この地一帯吐昔不県の銘柄不石米の

産地にあたり．大崎耕土の一角で地味吐肥沃である．旧

高倉村に属するこの部落吐低湿田が多くしかも下層に泥

炭がありしばしば倒伏や稲熱病に見舞われ稲作吐不安定

であわ収豆も最近停滞ぎみである．又水臼化奉関節とい

う典形的な水田偽作地帯で専業農家も多く，一戸当りの

所有両横も1・8haと高く不県平均を仕るか疋上廻って

いる・したがって農家の大半は米に上って生活が支えら

れてレヽる．

かゝる環境のもとで当組合吐どんな条件で発生したか

なたどってみると直感の動機吐稲作の安定と作業の合理

化がそのねらいであった．

具体的な発生条件吐，経営改善に意慾的な農家l現組

合長）が中心とをって働きかけが卦こをゎれた事，組員

員の土地が集団化していた事，土地条件が比較的均等で

あった辛等があげられる．この組合吐初年まl昭芯）テ

ストケースとして秋の稲刈少から共同作業を行いその運

営もどく簡偽を方法で出発した．即ち出役労働日故につ

いての計算吐戸別の過不足人員のみについて精算し生産

物虻そのせゝ農家にかえしてレ、る．窮2年日からは初年

Eの体腕をいかし組合中心の運営に改め，組合負の土地

と農機具必一切を出し合い．農家の専従者をもって組合

の正作業員とし，補助労働者を臨時作業員とした．そし

て前者把捉毎月6千円の月給が支払われ，後者に吐日給

が時価で支払われている．組合に拠出された土地及び労

働力は第1表の通力であるが農機具に付いては組合とし

第1表　農家別拠出面横及労働力l昭37】

弓　 拠　 辻1 面　 庸 l

正 作 業員
晦　 時

作 業；員農家 名 水　 由 畑 計

A 2 4 5 8 2 4 8 2 1

B 2 0 1 9 2 1 0 4 1

0 1 3 8 8 1 4 6 2 2

組　 合 58 4 2 0 6 0 4 8 4

請　 負 16 5 1 6 5

合　 計 7 4 9 2 0 7 6 9

て更に新規に準滞する場合は反別割で出費することにな

っている．又新規導入部門である酪農につhて吐乳牛を

初め施設一切を平等出資するたてtえをとっている．農

機具及び施設の概要吐第2表の通わである．

需2表　農機具の合歓及施設
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芸括瓜内数字吐新設叉吐それを含めた台故を示す・

又年間必要とする経費についても水稲の場合は反別割

に，酪農は平等割で出資することになっているが後者の

場合吐当初農家の自己キ金によらず一切制鹿茸金を充当

している．以上のようを条件のもとで6ba弱の水田と

乳牛2頭を組合作業員7名を以て共同或は分担作業に上

身反収8．6俵と産乳日量84晦を確保し乍らその全力で

1．6haの請負耕作と賃耕及農外労働置行い農閑期に吐更

に藁工品記作少年間純収益180万円を挙げている．
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3　収益分配上の問題点

当組合では180万円の純収益を各部門別．農家別に集

計し農家に配分している・酪農や農外収益について吐平

等出資であるから平等配当を，水稲部門は拠出面積に依

って反別配当を行っている・しかし，酪農に於ける平等

出費平等配当に異存掟をいが，拠出労働力に差異l票1

表参照）のある賃桝及賃労収入の平等配当に吐矛盾を感

ずる．又水稲部門について見ると純収益が計算盲れる過

程で労賃が低く抑えられ．しかも拠出労働力の差異のあ

る現状で吐反別割配当の適当でをいこと吐明らかである・

たゞ農家は配分の絶対範が共同化以前の収入に比べて多

レヽため，その矛盾を意識しないだけのことである・この

ような考え方にたって水稲部門の配分実態を分析してみ

ると，せず当組合の行っている反別配当ということの内

等仕責不主義的に土地忙対する配当つt少地代l組合が

農家に支払うべき小作科）と投下資不に対する利姻配当

のブールされたものと理解される．そこでこれらの生産

用役l土地，賢不1忙対して別々に計算された金額の合

計額をみれば配分方法の適否が概ね理解される・ところ

でこれらの計算を試みるに先だって検討しなければなら

をい問題がある．それ吐前述したように配分の基礎に食

っている純収益をそのまゝ托して計算することの可否で

ある．

一役に純収益吐粗収益一経営費で算出され，しかもそ

の経営費は物財嚢＋労働費で算出される・さて当組合の

純収益の高いことは前にもふれたが，稲作部門について

ふても粛8表の通りきわめて高い金額に卑っている・

これは当組合の多収穫からくる粗収益の高さと経営費

のうちの労働費が作業の合理化に上って節減された事に

も上るが．さらに正作美点の月給の低さ16千円・・・・・・昭祈）

をみのがしてはならない．この金額算出の根拠は当初の

牢屋賃金に準じたはか稼働期間日雇賃金総額をほヶ月に

平均化したなどの理由をもっている．しかし現実に6，㈱

円では低賃金であること吐認めざるを得ない・

蓋者等は前述地代及び資不配当等と幽聯させて月給の

第3表　　損益計算書l稲作部門抜革）

目　昭和37生1月1日
至　　　〃　　12月81日

種　菌　費　　　　6，4町

肥　科　費　　　111，彪汀

農　薬　貴　　　10，tX）

材　科　費　　　　59，0か

雇　人　費　　　131，919

人　件　費　　　劫8，3射

光　熱　水　費　　　　58，4勿

水　利　費　　　　40，5田

共　済斉　掛　金　　　17●g花

農　機　具　費　　　　51，0鶴

純　収　益　　1，3堪，9釦

合　　　　音十　　2．840，510

収

主産物版元益

副産物：灰益

合　　　　　計

益

2，覆）7，価
我，花

2超10．510

支払可能額を算出した結果によると現行月給の倍額支給

の可能であることが明らかにたった（第1図参照）．

一見二存　配　外　　　　　　　　　　書久　男一　菅己介

．■．・　　ヽ・　　■Jr l′　　　　JJJ J亡　　　〟　J′′

第1回

さらに，この方法を用いて算出した純収益を改めて拠

出反別に応じて配分し，一方農家別正作業員数割に吏正

した月給額を配分して農家別所得を算出し現行結果と比

較したところ粛4表のよ，忙なった・

窮4表　　収　支配分・契∴憩　と　改善試案比較表

　　　 種 別

配 分

組　　　 合 農　 家　 A B C

現　 行 顔： 三拝 現　 行 試　 算 現　 行 試　 算 現　 行 1 顔： 算

純　 収　 益

‘手 打 夏三 誌

1846 卜伝引 l

1凱6 5妬 l．　 5防 丁‾盲 ‾ 4tヨ a）5 l　 れ8 141

0 環） 0

1g 7

（汐2

宏i ．0 訂 0 15

ユ 上空 ＿L寺 竺 利報 芸

農 家 別 農 業 所 得

1 皿8　0 tll喝）

0

三相．5 2議 琵粉 】 1㌘ 訝）．5

訂4．5 n 7 詑4

1　 445

1 4乳 5

土地資本（宮城県平均肝征額）

投　下　q本

総　賛　不

粗　収　益　　2，810．741

9，928，∝の－

994，530－

10，922，530－

経　営　費　　　　　　994，530－

純　収　益＝1，】45，980

物　財　嚢　　　　354．28】一

男　勅　貴

腐　人　貴　　い日，919－

鼠　尼　桧　　508，120－

2　（）内数値は離制断筆に上って補正された純収益及労動員・

1　労射貫は由定桧のみを表示した■
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この比較から次のようを点が指摘される．土地を多く

拠出した農家吐比較指故が120廃と多く，労働刀を多く

提供している農家吐訂虻と少くなめ地代及資不の配当に

ウエートがかゝつてレた事がが　かがわれる．たゞし現行

反別割配当に対応する武井の地代及び資不配当額宰つい

て吐第4表の証記欄の通りその算出にあたって亀城県水

田自由売買平均価格に対する6分の利子をもって地代に

見香え資不利子吐年間稲作経営費をもって投下資本とし，

投下賢不の6分の利子をみこんで算出した．以上の事か

ら共同纏皆に於ける収益分配吐その適正を期する場合に

出資段階で出資額や土地評価額が明瞭である事を必要と

し，特に組合構成が土地，労働力，共に異をる農家に上

って構成されている場合町大切な事柄である．現段階で

95

咤当事例のように出資方法が未分化で■どんぶ幻勘定にな

る事吐やむを得ないとしても評価のすでに明らかになっ

ている労賃決定を先に行ない．その残余l純収益】を反

別配当をすれば多少閲覧吐すくなくをる．もし純収益が

高まれば資不配当吐剤姫川として，地代吐当然売買価格

に応じて高める事だ上って補正される・しかし．租収益

の高さが〔上って分配の絶対顔畦動くので，不県広於ける

水田地帯の共同化の将来を考え反収の異なる場合の所得

配分をどのように変えるべきかを統計故値から検討して

みたところ窮5表の通わになった．この表から最低満足

しうる地代と労賃l時価700円）を確保するためには現

在米価で7俵以上の収益が必要である事が認められた．

腐5表　　　　報反収別生産用役所得配分表

　 項目

反灰

粗　 収　 益

権

所　　　 得 用 ・役　 別　 所　 得　 配　 分 証

米 ＋副産物 l円）

資

地　 代 1円】 l証】 日当労報円

A ・・・…法定′1、作科

6　　　 俵 8 2 川4 0 1 9 ，2 2 4

1 ，1 0 5 A 1 ，0 2 8

官

費

律

八

六

円

不

利

子

1 ，5 5 8 B 9 9 6 B ・…・・固定資産税評価

円
6 ・00 0 C 7 8 5

額

〇・・…・小作料平均価額

D ・・t・・・地価 1 7 万円
7　　　 俵 3 7 ，8 8 0 2 4 ，5 6 4

1 ，10 5

6 ，00 0

A

C

1 ，3 3 7

1 ，0 4 9

円

律

七

円

9 ，3 2 8 D 8 5 8
E ・・…・地価 2 0 万円

p ・・・・・・地価 8 0 万円
上 ．．… 地価 。。万。

H ・・…・5 0 万円
8　　 俵 4 2 ，7 2 0　円

l

2 9 ．9 0 4

1 ，10 5

6 ，0 00

1 1．0 00

16 ，5 00

A

C

E

F

1 ，6 5 1

1 ，8 6 3

1 ，0 6 9

7 4 5

9　　 俵 48 ，0 6 0　円 8 5 ．2 4 4

1 ．1 0 5

9 ，8 2 8

22 ，0 0 0

A

D

汀

1 ，96 6

1 ．4 8 1

7 3 6

1 0　 俵 58 ．4 0 0　円 40 ，5 8 4

1 ，10 5

11 ，00 0

2 7 ．5 00

A

E

E

2 ．2 8 0

1 ，6 9 7

7 2 7

釆川i・い倫哩トラクタのけん引力に関する試験

・・－r・・柑二日－クロソブホイール装備時のけん引力について－

月舘鉄夫・守昆Il■吉男・木村勝一一

（東　北　農　試）

1　甘　えが　き

乗用ト　ラク　タの汎用化吐重要を疎放であるが，ロー

クロツブ・ホイールをト　ラク　タに装備し，管理作業に

使用することKよってト　ラク　タ利用時間の拡大を図る

ことも．その一つの方法と考えられる．

しかし，ト　ラク　タのけん引力は走行装置の状態に上

って天草く影響されるものであわ．ロークロツブ・ホイ

－ルの使用に上ってけん引刀の低下が想定されるので．

不試験ではロークロツブ・ホイール義博時に卦けるトラ

クタのけん引性能を，　標準ホイール装備時のけん引性

能との対比に封いて検知しようとしたものである・

2　試験方法

1．供式トラクタの主要諸元




